発委第１号
長久手市議会委員会に関する条例の一部を改正する条例について
長久手市議会委員会に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定めるものとする。
平成２８年３月２２日提出
提　出　者　
長久手市議会議会運営委員会委員長　青山直道
説　明
この案を提出するのは、長久手市部設置条例の一部改正に伴い、長久手市議会委員会に関する条例の一部を改正するため必要があるからである。

別紙
長久手市条例第　　号
長久手市議会委員会に関する条例の一部を改正する条例
長久手市議会委員会に関する条例（昭和２３年長久手村条例第８号）の一部を次のように改正する。
	改正後
	改正前

	（常任委員の所属並びに常任委員会の名称、委員の定数及びその所管）
	（常任委員の所属並びに常任委員会の名称、委員の定数及びその所管）

	第３条　（略）
	第３条　（略）

	２　常任委員会の名称、常任委員の定数及び所管は、次表のとおりとする。
	２　常任委員会の名称、常任委員の定数及び所管は、次表のとおりとする。

	【別記1　参照】
	【別記1　参照】


【別記1】
改正後
	名称
	委員定数
	所管

	総務委員会
	６人
	１　市長公室　　　　　　、総務部、消防本部、会計課、監査委員、選挙管理委員会、公平委員会、固定資産評価審査委員会の所管に関する事項
２　他の常任委員会の所管に属さない事項

	教育福祉委員会の項以下　（略）


改正前
	名称
	委員定数
	所管

	総務委員会
	６人
	１　市長公室、行政経営部、総務部、消防本部、会計課、監査委員、選挙管理委員会、公平委員会、固定資産評価審査委員会の所管に関する事項
２　他の常任委員会の所管に属さない事項

	教育福祉委員会の項以下　（略）


附　則
　この条例は、平成２８年４月１日から施行する。
発委第２号
長久手市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例について
長久手市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定めるものとする。
平成２８年３月２２日提出
提　出　者　
長久手市議会議会運営委員会委員長　青山直道
説　明
この案を提出するのは、議員の期末手当の支給割合の改定に関し、長久手市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正するため必要があるからである。

別紙
長久手市条例第　　号
長久手市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する
条例の一部を改正する条例
長久手市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（昭和５４年長久手町条例第１８号）の一部を次のように改正する。
	改正後
	改正前

	（期末手当）
第６条　（略）
２　期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合においては１００分の１４２．５、１２月に支給する場合においては１００分の１５７．５を基準日以前６か月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。
(1)～(4)　（略）
３～５　（略）
	（期末手当）
第６条　（略）
２　期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合においては１００分の１４０　　、１２月に支給する場合においては１００分の１５５　 を基準日以前６か月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。
(1)～(4)　（略）
３～５　（略）


附　則
この条例は、平成２８年４月１日から施行する。
発委第３号
長久手市議会会議規則の一部を改正する規則について
長久手市議会会議規則の一部を改正する規則を別紙のとおり定めるものとする。
平成２８年３月２２日提出
提　出　者　
長久手市議会議会運営委員会委員長　青山直道
説　明
この案を提出するのは、本会議開始時間を実情と合わせるため会議時間に関する規定の一部を改正するため必要があるからである。

別紙
長久手市議会規則第　　号
長久手市議会会議規則の一部を改正する規則
長久手市議会会議規則（昭和４８年長久手町議会規則第１号）の一部を次のように改正する。
	改正後
	改正前

	（会議時間）
	（会議時間）

	第８条　会議時間は、午前９時　から午後５時までとする。
２及び３　（略）
	第８条　会議時間は、午前１０時から午後５時までとする。
２及び３　（略）


附　則
この規則は、平成２８年４月１日から施行する。
意見書案第１号
子どもの貧困対策のさらなる取組強化を求める意見書の提出について
首題の事件について、別紙のとおり衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣に意見書を提出する。
平成２８年３月２２日提出
　　　　　　　　　　　　　　提　出　者
　　　　　　　　　　　　　　　長久手市議会教育福祉委員長　岡崎つよし　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
要　旨
　子どもの貧困対策のさらなる取組強化に向けて、経済的支援など必要な施策の実施、教育の機会均等を確保するための支援策の拡充・強化、給付型奨学金の導入と無利子貸与奨学金の拡充、学力面で課題を抱える子どもたちが必要な学力を確実に身につけられる体制整備への支援を充実することを求めるため、関係機関に対し意見書を提出する。
別紙
子どもの貧困対策のさらなる取組強化を求める意見書（案）
　子どもたちが置かれた現状は、生活の困窮という経済的要因のみならず、家庭における教育力や地域社会の見守り機能の低下などを背景に、全国で６人に１人の子どもが貧困状態にあるといわれている。生まれ育った家庭の事情による貧困の連鎖を通じて、健康面を始め学力や就職など多方面で影響を受けることにより、その将来が閉ざされかねないという大変厳しい状況にある。 

　　なかでも、ひとり親家庭の多くを占める母子家庭において、就労率は８割を超えるものの、その半数はパートタイマーやアルバイトで平均年収は181万円という状況である。こうした経済的困窮が、高等学校等卒業後の進学率などにも影響を及ぼし、全体では70％が大学等へ進学する中で、ひとり親家庭は42％に留まり、子ども達の教育を受ける機会が損なわれると考えられる。
国が、低所得者のひとり親への児童扶養手当の増額など、経済的支援に踏みだしたことは評価するが、子どもの貧困問題の一部に手をつけただけでまだ不十分である。
　　よって国に、子どもの貧困対策のさらなる取組強化に向けて、下記の事項の実施を求めるものである。 

記
１　正規雇用を望むひとり親家庭の就労支援や、貧困状態にある世帯への経済的支援など必要な施策を実施すること。
２　経済的な理由で進学を諦めることのないよう教育の機会均等を確保するための支援策の拡充・強化を図ること。 

３　返済不要の給付型奨学金の創設と無利子貸与奨学金の拡充を推進すること。 

４　学校が実施する少人数の習熟度別の学習や放課後等の補充学習、生活困窮家庭の子どもに対する学習支援等、学力面で課題を抱える子どもたちが必要な学力を確実に身につけられる体制整備への支援を充実すること。 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
平成２８年　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　愛知県長久手市議会　　
　　
提出先
衆議院議長
参議院議長
内閣総理大臣
総務大臣
文部科学大臣
厚生労働大臣

